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外
交
防
衛
委
員
会
）

社
会
保
障
に
関
す
る
日
本
国
と
ス
ペ
イ
ン
と
の
間
の
協
定
の
締
結
に
つ
い
て
承
認
を
求
め
る
の
件
（
閣
条
第
三

号
）
（
衆
議
院
送
付
）
要
旨

こ
の
協
定
は
、
我
が
国
と
ス
ペ
イ
ン
と
の
間
で
、
両
国
間
の
人
的
交
流
に
伴
っ
て
生
ず
る
年
金
制
度
へ
の
二
重
加
入
等
の
問

題
の
解
決
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
も
の
で
あ
り
、
従
来
か
ら
の
協
議
を
踏
ま
え
二
○
○
八
年
（
平
成
二
十
年
）
一
月
以
来
、

両
政
府
間
で
協
定
の
締
結
交
渉
を
行
っ
た
結
果
、
協
定
案
文
に
つ
い
て
最
終
的
な
合
意
に
達
し
た
の
で
、
同
年
十
一
月
十
二
日

に
東
京
に
お
い
て
署
名
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。

こ
の
協
定
は
、
前
文
、
本
文
三
十
三
箇
条
及
び
末
文
か
ら
成
り
、
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
、
こ
の
協
定
は
、
我
が
国
に
つ
い
て
は
、
国
民
年
金
、
厚
生
年
金
保
険
、
国
家
公
務
員
共
済
年
金
、
地
方
公
務
員
等
共
済
年

金
及
び
私
立
学
校
教
職
員
共
済
年
金
に
つ
い
て
適
用
し
、
ス
ペ
イ
ン
に
つ
い
て
は
、
退
職
給
付
、
永
久
障
害
給
付
、
死
亡
及

び
遺
族
給
付
に
関
す
る
拠
出
制
の
社
会
保
障
制
度
及
び
国
家
年
金
制
度
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

二
、
年
金
制
度
へ
の
強
制
加
入
に
関
し
て
は
、
原
則
と
し
て
、
就
労
が
行
わ
れ
る
締
約
国
の
法
令
の
み
を
適
用
す
る
。
た
だ
し
、

被
用
者
又
は
自
営
業
者
が
、
派
遣
（
第
三
国
の
領
域
を
経
由
す
る
派
遣
を
含
む
。
）
又
は
自
営
活
動
の
期
間
が
五
年
を
超
え
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な
い
見
込
み
で
一
時
的
に
相
手
国
に
お
い
て
就
労
す
る
場
合
に
は
、
自
国
の
法
令
の
み
を
適
用
す
る
。

三
、
船
舶
又
は
航
空
機
に
お
い
て
就
労
す
る
者
、
外
交
官
そ
の
他
公
務
員
等
に
対
す
る
法
令
の
二
重
適
用
の
回
避
に
つ
い
て
定

め
る
。

四
、
一
定
の
要
件
が
満
た
さ
れ
る
場
合
に
は
、
前
記
二
及
び
三
の
例
外
を
認
め
る
こ
と
に
つ
い
て
合
意
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

五
、
前
記
二
又
は
四
に
従
う
場
合
に
は
日
本
国
の
法
令
の
み
が
適
用
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
被
用
者
及
び
自
営
業
者
に
つ
い
て
は
、

労
働
災
害
及
び
職
業
上
の
疾
病
に
起
因
す
る
給
付
に
関
す
る
ス
ペ
イ
ン
の
法
令
を
適
用
す
る
。
当
該
被
用
者
が
就
労
す
る
ス

ペ
イ
ン
に
所
在
す
る
事
業
体
及
び
当
該
自
営
業
者
は
、
ス
ペ
イ
ン
の
法
令
に
従
っ
て
保
険
料
を
納
付
す
る
責
任
を
負
う
。

六
、
一
方
の
締
約
国
の
年
金
の
給
付
を
受
け
る
権
利
を
確
立
す
る
た
め
、
当
該
締
約
国
の
法
令
に
よ
る
保
険
期
間
と
重
複
し
な

い
限
り
に
お
い
て
、
他
方
の
締
約
国
の
法
令
に
よ
る
保
険
期
間
を
考
慮
す
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
当
該
一
方
の
締
約
国
の
年
金

制
度
へ
の
加
入
期
間
だ
け
で
は
必
要
な
期
間
の
要
件
を
満
た
さ
な
い
よ
う
な
場
合
に
お
い
て
も
給
付
を
受
け
る
権
利
を
取
得

す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
。
な
お
、
給
付
額
の
計
算
に
際
し
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
国
内
法
の
規
定
に
従
っ
て
、
自
国

の
年
金
制
度
へ
の
加
入
期
間
に
応
じ
た
額
を
支
給
す
る
。

七
、
両
締
約
国
の
権
限
の
あ
る
当
局
及
び
実
施
機
関
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
権
限
の
範
囲
内
で
、
こ
の
協
定
の
実
施
の
た
め
に
相
互
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に
援
助
し
、
こ
の
援
助
は
無
償
で
行
う
。

八
、
両
締
約
国
の
権
限
の
あ
る
当
局
又
は
実
施
機
関
は
、
自
国
の
法
令
の
下
で
収
集
さ
れ
、
こ
の
協
定
の
実
施
の
た
め
に
必
要

な
個
人
に
関
す
る
情
報
を
、
自
国
の
法
律
等
に
従
っ
て
相
手
国
の
権
限
の
あ
る
当
局
又
は
実
施
機
関
に
伝
達
す
る
。
伝
達
さ

れ
る
個
人
に
関
す
る
情
報
は
、
こ
の
協
定
を
実
施
す
る
目
的
の
た
め
に
の
み
使
用
さ
れ
る
と
と
も
に
、
個
人
に
関
す
る
情
報

の
秘
密
の
保
護
の
た
め
の
法
律
等
に
よ
り
規
律
さ
れ
る
。

九
、
こ
の
協
定
の
解
釈
又
は
適
用
に
つ
い
て
の
意
見
の
相
違
は
、
両
締
約
国
間
の
協
議
に
よ
り
解
決
す
る
。

十
、
こ
の
協
定
は
、
両
締
約
国
が
、
こ
の
協
定
の
効
力
発
生
に
必
要
な
そ
れ
ぞ
れ
の
法
律
上
及
び
憲
法
上
の
要
件
が
満
た
さ
れ

た
旨
を
相
互
に
通
告
す
る
外
交
上
の
公
文
を
交
換
し
た
月
の
後
三
箇
月
目
の
月
の
初
日
に
効
力
を
生
ず
る
。
発
効
後
は
、
書

面
に
よ
る
協
定
の
終
了
の
通
告
を
行
う
月
の
後
十
二
箇
月
目
の
月
の
末
日
ま
で
効
力
を
有
す
る
。


